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（資料1）  

事  務 連  絡  

平成18年7月21日  

医 療 計 画 担 当 課（室）  

各都道府県医療費適正化計画担当課（室）御中  

介護保険事業支援計画担当課（室）  

厚生労働省老健局地域ケア・療養病床転換推進室  

療養病床の再編成を踏まえた「地域ケア整備構想（仮称）」の策定  

について   

厚生労働行政の推進につきましては、日頃より御協力いただき感謝申し上げ  

ます。   

さて、健康保険法等の一部を改正する法律及び良質な医療を提供する体制の  

確立を図るための医療法等の一部を改正する法律が6月21日に公布されまし  

た。   

これに伴い、今後、療養病床の再編成が本格化していくこととなりますが、  

各地域においては、その受け皿づくりを含め将来的なニーズや社会資源の状況  

等に即した「地域ケア体制」の計画的な整備が求められることとなります。   

去る7月10日の「医療制度改革関連法に関する都道府県説明会」において  

もご説明したとおりですが、   

① 診療報酬・介護報酬の改定などにより療養病床の再編成が進められる中  

で、できるだけ早く地域の対応方針を確立することが重要であること   

② 療養病床の円滑な転換を進めるに当たっては、地域における老人保健施  

設等の施設サービスや在宅介護サービス、在宅医療、住まいなどの地域に  

おけるケア体制全般のあり方を検討した上で、計画的に進めることが重要  

であること   

③ 療養病床の再編成は、都道府県が今後策定する「医療計画」（平成20  

年度から）、「医療費適正化計画」（平成20年度から）及び「介護保険事  

業支援計画」（平成21年度から）に密接に関連し、各分野横断的に対応  

する必要があるため、各計画と整合性のとれた方針を速やかに整理し、各  

計画に適切に反映させることが必要であること  
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から、平成19年夏から秋頃を目途として、都道府県において「地域ケア整備  

構想（仮称）」を作成することが必要となるものです。   

このため、各都道府県におかれては、療養病床の再編成に伴う受け皿づくり  

や高齢者の住まいの在り方などを含めた地域ケア体制の計画的な整備を進める  

ため、医療計画担当部署、医療費適正化計画担当部署及び介護保険事業支援計  

画担当部署相互間の連携体制を確保するとともに、担当組織の明確化や必要な  

情報の収集、今後の課題の整理など、必要な準備を進めていただきますようお  

願いいたします。   

厚生労働省としても、各都道府県の作成作業を支援するため、医政局、保険  

局及び老健局の担当官から構成される地域ケア・療養病床転換推進室を設置  

し、各局が連携して、療養病床の再編成を踏まえた地域におけるケア体制の整  

備の方針や地域のサービスニーズ・利用見込みの設定についての考え方などを  

盛り込んだ「地域ケア整備指針（仮称）」を、平成18年度内を目途に策定す  

ることとしています。その際には、将来の動向や地域の要介護者の状況を踏ま  

えたサービスニーズのワークシートや、地域の特性に応じたモデルプランを併  

せてお示しすることとしております。   

なお、 「地域ケア整備構想（仮称）」及び「地域ケア整備指針（仮称）」につ  

いて現在検討中の概要は別紙の通りです。   

今後、厚生労働省においては、8月上旬に、地方ブロックごとに都道府県と  

の意見交換会を開催し、「地域ケア整備構想（仮称）」の円滑な作成のため、各  

都道府県への情報提供に努める予定です。「地域ケア整備構想（仮称）」及び「地  

域ケア整備指針（仮称）」についてのご質問等がありましたら、当室にご相談  

ください。   

各都道府県におかれては、上記の趣旨をご理解いただき、必要な準備を進め  

られるようお願いいたします。  

（照会先）  

厚生労働省老健局地域ケア・療養病床転換推進室  

佐藤、上野、岡部、草山  

03－5253－1111（代表）（内線2176、2177）  

03－3595－2184（直通）  

03－3595－2186（FAX）  
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（別系氏）  

療養病床の再編成を踏まえた地域ケア体制の整備について  

－「地域ケア整備指針（仮称）」の策定－  

1趣旨  

（1）今後本格化する療養病床の再編成を踏まえ、各地域においては、その  

受け皿づくりを含め将来的なニーズや社会資源の状況等に即した「地域ケ  

ア体制」の計画的な整備が求められる。  

このような取り組みについては、都道府県では「介護保険事業支援計  

画」、「医療計画」及び「医療費適正化計画」の3つの計画に関連するなど、  

各分野にわたる横断的■統一的な基本方針の策定と関係部局の密接な連  

携が重要となってくる。  

（2）このため、上記の取り組みを推進する観点から、   

① 国において、地域ケア体制の整備の基本方針等を内容とする「地域   

ケア整備指針（仮称）」を策定するとともに、  

② 都道府県における「地域ケア整備構想（仮称）」の作成を支援するも   

のとする。  

2 国の「地域ケア整備指針（仮称）」につし＼て   

（1）国において、以下の事項を主な内容とする「地域ケア整備指針（仮称＝  

を策定する。  

①地域ケア体制の整備の基本方針  

○療養病床の再編成を踏まえた地域ケア体制の整備の基本的な考え方  

を提示。  

②地域のサービスニーズ・利用見込みの設定について  

○療養病床の再編成とともに、将来的な高齢化の進展や独居世帯の増加等  

を踏まえたサービスニーズの推計、それに対応した利用見込みの設定に  

関する考え方を提示。  

（診療養病床の転換について  

○個別の医療機関（療養病床）の転換を進める場合に配慮すべき事項などを  

提示。  

④各計画への反映lこついて  

O「介護保険事業支援計画」「医療計画」「医療費適正化計画」へ反映させる  

場合に配慮すべき事項を提示。  
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（2）上記の「地域ケア整備指針（仮称）」を策定するために、   

①学識経験者等からなる研究班を設置するとともに、   

②介護施設（特に療養病床）の整備水準や高齢化の状況、将来的なニー   

ズ等を踏まえ、全国数カ所（老人保健福祉圏域単位）を対象に、当該都  

のモデルを策定する「地域ケアモデルプラ  道府県と共同で地域ケア体制  

ン事業（仮称）」を展開する。   

3 都道府県の「地域ケア整備構想（仮称）」について   

（1）都道府県は、国の「地域ケア整備指針（仮称）」等を踏まえ、以下の事項  

を主な内容とする「地域ケア整備構想（仮称）」を作成するものとする。  

①地域ケア体制の整備の方針  

○療養病床の再編成を踏まえた、都道府県における地域ケア体制整備の  

基本的な考え方を提示。  

（∋地域のサービスニーズについて  

○療養病床の再編成とともに、将来的な高齢化の進展や独居世帯等の増  

加等を踏まえたサービスニーズを提示。  

③各サービスの利用見込みについて  

○将来のサービスニーズに対応した、各サービスの利用見込みを提示。  

④療養病床の転換について  

○療養病床の転換プランを提示。  

（2）都道府県は、上記の「地嘩ケア整備構想（仮称）」を踏まえ、「介護保険   

事業支援計画」、「医療計画」及び「医療費適正化計画」を策定する。  

4 今後のスケジュール  

OH18年夏 ＜国＞地域ケア整備指針について研究班を設置し、検討を開始。  

地域ケアモデルプラン事業を開始。  

＜都道府県＞「地域ケア整備構想」の検討開始  

秋＜都道府県＞療養病床関係調査の実施  

冬＜国＞「地域ケア整備指針案（中間とりまとめ）」の公表。  

OH19年春 ＜国＞「地域ケア整備指針（最終とりまとめ）」の決定。  

※地域ケアモデルプランも提示。  

OH19年夏～秋頃目途 ＜都道府県＞「地域ケア整備構想」の策定。  
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ア整備指針  

療養病床の再編成に伴う地域ケア整備指針の検討   

アモデルプラン  

の作成  

地域ケア整備指針   
（仮称）の検討  

地域ケア体制整備の基本方針  

地域の利用見込みの設定  

療養病床の転換  
各計画への反映  

具体的にいくつかの老  
福祉圏域を取り上げ  

〔市町村と協力の上以下を策定〕  施設整備水準、高齢化の  
ミ況、将来ニーズ等に応  地域ケア体制整備の方針  

各サービスの利用見込み   
老健施設・特養・ケアハウス等   
・・・老人保健福祉圏域単位  
都道府県が広域的に調整  

地域密着型サービス  

療養病床の転換  
相談体制・助成等転換支援措置の検討  

デルプランを作成   

都道府県地域ケア  
整備構想（仮称  
（H用夏～秋頃目途  

歴  
く療養病床の転換に関連する部分〉  

・介護サービス量の見込み 等  ・各年度の施設の必要利用定員総 数  の基本的事項  都道府県計画   

・医療機関の機能分化・連携と医療  

機能の集約化・重点化の促進  
・事業別の指標と数値目標  

・事業ごとの医療連携体制 等   

、 ＿ ＿．．．．＿ ＿．．．＿．．＿．．．．．－ － ■■ ■ －  



「地域ケア整備構想（仮称）」策定のスケジュール（案）  

国   都道府県   

18年  

7月  

8月  

9月  

10月  

域  

11月  
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（資料2）  

地域ケア整備構想（仮称）のイメージ  

（案）  

Ⅰ．地域ケア体制の考え方  

○ 今後本格化する療養病床の再編成を踏まえ、各地域においては、そ   

の受け皿づくりを含め将来的なニーズや社会資源の状況等に即した「地   

域ケア体制」の計画的な整備が求められる。  

○ このため、施設・在宅サービスといった介護サービスだけでなく、   

安心して生活するための「住まい」や在宅医療も含めて、高齢者が地   

域において暮らし続けるための基盤となる「地域ケア体制」に係る整   

備構想を、関係者が連携をとりながら作成するものとする。  

旦∵坤域ケア整備構想の作成  

1．中長期的な地域ケア体制の動向  

（1）中長期的なサービスニーズ及びサービス供給の将来推計  

○ 各地域における平成47年（2035年）頃までの、  

・人口及び高齢者数  

・要介護・要支援認定者数  

・施設・居住系介護サービス（主に中重度者向け）、高齢者の「住  

まい」、医療のニーズ   

等の推計を行う。  

（2）地域ケア体制の将来像と中長期的な施策の方向  

○・中長期的なサービスニーズの推計に基づき、地域における高齢者世   

帯の将来像を示しつつ、地域における医療及び介護の各サービス及び   

高齢者向けの「住まい」の提供を総合した地域ケアの将来のあるべき  
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姿を提示する。  

○ 併せて、将来に向けたサービス基盤の整備の対応方針を盛り込む。  

2．療養病床の転換が行われる期間の地域ケア体制の動向  

（1）平成23年度末までのサービスニーズの推計  

○ 各地域における平成23年度末（2011年度末）までの、  

・人口及び高齢者数  

・要介護・要支援認定者数  

・施設・居住系介護サービス（主に中重度者向け）、高齢者の「住  

まい」、医療のニーズ   

等の推計を行う。  

○ 平成23年度末までのサービスニーズの推計に当たっては、中長期   

のサービスニーズの推計を踏まえつつ推計する。なお、平成18～2   

0年度分については、第3期介護保険事業支援計画におけるサービス   

の量の見込みによることとするとともに、平成21～23年度の推計   

に当たっては、第3期介護保険事業支援計画策定時に行った将来推計   

の数値や療養病床実態調査のデータを活用する。  

（2）平成23年度末までの施策の方向  

○ サービスニーズ等の推計を踏まえた平成23年度末までの基盤整備   

の方針を提示する。  

3．療養病床の転換の推進  

（1）療養病床の計画的な転換  

○ 療養病床の転換についての医療機関の意向を調査・把握する。  

○ 療養病床の転換についての医療機関の意向を踏まえつつ、療養病床  
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の転換計画を年度別、圏域別に定める。  

（2）療養病床の転換への支援  

○ 療養病床の円滑な転換に向けた転換支援方策を定める。（相談体制   

の整備、都道府県としての財政支援措置など）  

○ 地域介護・福祉空間整備等交付金等の活用に向け、市町村との連携   

の確保を図る。  

（3）療養病床の転換の影響  

○ 療養病床の転換が医療保険及び介護保険の財政に及ぼす影響を試算   

する。  

4．その他  

○ 作成に当たっては、関係市町村・関係団体と十分に連携を図る。  
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（資料・3）  薔邁府県における  

地域ケア暮■♯想（偵籍）の作成スケジュール（轟）  

英検討内容及び回数等については、  
おおよその目安である。  

団体との協議  

ンケート調査の集計結果  
ワ  

1・、・・・・－－1†，††††I†††▼■－t「■■－■十十十  
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（資料4）  

各都道府県における   

地域ケア整備橋想（仮称）作成の流れについて（案）  

○地域ケア整備構想の作成については、概ね次のような流れで作業を進める。   

（参照：資料2「都道府県における地域ケア整備構想（仮称）の作成スケジュール（案）」）  

1）各都道府県は、地域ケア整備構想の作成作業を円滑に進めるため、必要な体制を整   

える。【8月′〉9月】  

○介護保険、医療費、医療提供体制の各分野横断的な対応を要することに留意  

した庁内作業体制の立ら上げ  

＊住宅担当部局との連携を図ることにも留意  

○必要に応じて地域の有識者を交えた検討組織を設置  

＊市町村との連携を図ることにも留意  

2）各都道府県は、圏域内の療養病床を有する医療機関を対象に療養病床アンケート調   

査を実施する。【8月～9月に調査票の作成・調整・配布】  
■■‾‾－疇‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■■■‾‾‾－‾■‾‾‾  「  

各都道府県における検討の実施① 【10月】   

〔検討事項〕   

・地域ケア整備構想の概要   

・作成に向けた作業スケジュール   

・療養病床アンケート調査の内容、実施方法の報告 等  

3）各都道府県は、アンケート調査票の回収・補正を行う。【11月】  

（国）地域ケア整備に関する研究班 中間とりまとめ【12月】  

（長期・短期ワークシートの提供）  

冬都道府県における検討の実施② 【12月】  

〔検討事項〕  

・地域ケア整備構想を検討する上での検討課題  

・中長期的な高齢化の進展の動向 等  
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（国）地域ケア整備に関する研究班 最終とりまとめ【平成19年2月】  

4）各都道府県は、長期ワークシートを活用して中長期的なサービスニーズ及びサービス   

供給の将来推計を行うとともに、中長期的な高齢化の進展を踏まえた対応方策を検討  

する。また、調査集計結果を踏まえ、短期ワークシートを活用して当面のサービスニ  

ーズの推計を行うとともに、今後の整備方針を整理する。  

各都道府県における検討の実施③ 【平成19年2月】  

〔検討事項〕  

・実態調査の集計結果  

・長期・短期ワークシートの推計結果、課題と対応方策：  

中長期的な地域ケア体制整備の将来像と施策の方向  

・地域ケア整備構想作成上の論点 等  
l  

（国）地域ケア整備指針の策定【平成19年3月】  

5）各都道府県は、  

①療養病床の平成23年度末までの年次別・圏域別の転換見込みを整理し、財政  

試算を行う。  

②地域ケア整備構想原案を作成する。作成に当たっては地域の特性に応じた検  

討課題を整理し、具体的な対応方策を提示する。  

：各都道府県における検討の実施＠【平成19年4月】  
〔検討事項〕  

・地域ケア整備構想原案  

・財政に及ぼす影響試算  

・年次別・圏域別の療養病床転換計画案 等  

「‾‾‾■‾‾－‾‾‾‾■■‾■■■■‾‾‾‾  

「 ：市町村、関係団体等：  
：との調整を行う。  
l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●●＿＿●l  

r‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾－‾●‾‾‾‾‾‾－TT‾丁‖＝二二‾「  

：各都道府県における検討の実施⑤【平成19年6月】   
〔検討事項〕  

・地域ケア整備構想原案 等  

各都道府県における地域ケア整備構想の策定【平成19年夏～秋頃】  
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（資料5）  

介護サービス見込量ワークシート（短期ワークシート）推計手順（案）  

ステップ1 織保険者及び事支壌・事介壇認定者緻  

被保険者数（40歳以上）の実績  

被保険者数の推計  要支援・要介護認定者数の実績   

自然体の要支援・要介護認定者数を推計  

介護予防後の要支援・要介護認定者数を推計  
ステップ2 施投サービス・居住系サービスの利用者   

標準的介護予防サービス・標準的地域密着型介護予防サービス  
・標準的居宅サービス・標準的地域密着型サービス受給対象者数を推計   

○標準的サービス受給対象者数   
＝要支援・要介護認定者敬   

一（介護保険三施設利用者数＋地域密着型介護老人福祉施設  
利用者数＋居住系サービス利用者数）  

※施設サービス利用者＝介護保険三施設及び地域密着型介護老人福祉施設利用者  

ステップ3 介■予防サービス・地域密徽聖介慎予防サービス   

居宅サービス・地域密糧型サービス（居住系サービス等を除く）  

標準的介護予防サービス等・標準的居宅サービス等受給者数を推計   

○サービス受給者数＝サービス受給対象者数×サービス受給率  

各サービスの必要量（年間）を推計   

○各サービスの必要量（年間）  

＝サービス受給者数×各サービスの利用率  
×各サービス別利用者1人あたり利用回数／日数  

×12月  

：基礎数値として都道府県  

が用意するデータ  

ニ参酌標準、過去の実績、   

政策的判断により、都道   

府県が見込む数値  

ステップ4 総給付費の推計  

総給付費の推言†  

○総給付黄＝施設サービス等の利用者数見込み×サービス利用1月あたり給付額×12月  

＋居住系サービス利用者数見込み×サ・－ビス利用1月あたり給付額×12月＋  
十各介護予防サービス等／居宅サービス等の供給量見込み（年間）×サービス利用1匝レ1日  

あたり給付額＋その他の給付費（居宅介護支援費、介護予防支援費、地域支援事業に係る費用等）  
※標準的川宅サーヒス等受給者数とは、目  

上サーーヒス及び地域密着型サービス（居作  

系サー→ヒスを除く）のうちいザ新山－1稚碩  

以」二げ）サービスを利ノ1卜「る一夫人数  

ステップ5 保険財政・保険料の推計  

第1号被保険者の保険料額を推計  
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倉宕ス′ックの量の充居、本宿」抒な少子虐1紛焙と人口・世相少者の密会鹿豹厚  
「住生活基本法」の概要 努の著Lい変化あ好まえ公彪資金を中心とLた廟瀕願による／量ノ藤原から、粛  

虜仁おノナるス′ッ勿露骨仁よる倭／ノ敢上へ、虜粛坑系を掴に紘  

定の確保及び向上の促進に関する施策につい、て、、鼻本嬰象等を明らか  
に、施策の基本となる事項を定めることにより、漣盛漫濾迩海嶺菊嶽  

ことにより、その適切な実施を図る。  

国及び地方公共団体の施策の策定・実施の  
上施策の策恵一実施。国民の理解の増進。  

・安全・安心で良質な住宅ストック・ 

〔10年程度先を見通 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関するアウトカム目槙の設定。  

◇施策の基本的方針  

◇全国的見地からの目標1施副 地域特性に応じた目標偶策  

◇政策評価の実施  

（
碑
聾
の
）
 
 
 



0全脚ば、平成7β卒柳訊諾決一定を予見  
住生活基本計画（全国計画・案）の概要   

○住生活基本法に基づき、住生活安定向上施策を総合的かつ計画的に推進するため策定  
はじめに   ○計画期間は平成18年度から平成27年度の10年間  

（横断的視点）  

基本的な方針  
地域の実情を  
踏まえたきめ細  ○住宅の位置づけと住生活安定向上施策の意義；  

○施策についての横断的視点  

l  

市場重視  ストック重視  

かな対  

ゐユ土バ⊥サルデザイン化率  tユニ／く「サルデザイン化の促進  

関係者の連携・協力  t統計調査の充実  
政策評価の実施とおおむね5年後の計画見直し   

地域属性に応じた  

施策の推進 等  
施策の推進  大都市圏における住宅  



【平成16年度以前】  【平成17年度】  【平成18年度】  
（866億円）   

野                       事 蛤      藩 議  

叢  峯                                       ・8                                                             藍 琵  豪                                                    【怒翼  

刃無 ・：し懲  

て丸i淀l’■      二Åこ＼1べくノミJ〉ノ                 戸†、ト′ン   

社会福祉施設等  

施設整備糞補助  
○平成18年度に廃止■税源移譲される国の施設整備費補助金に係る施設整備   

に要する事業費のうち、従来の補助金相当部分（補助率かさ上げ部分を含む。）   

については、原則として「特別の地方債」を充当。  
特養、老健、ケアハウス等  

大規模・広域型の施設の整備  
l O当該地方債の元利償還金については、後年度その100％を普通交付税の基準  

財政需要額に算入。  

対象範周を拡充（ 交付金のメニューを3つに再郵  

（476億円）  

■
－
■
1
一
－
■
●
一
 
監
 
＋
 
 

軍
側
 
 

；市町村  

地域密着型サービス  

拠点等の整備  
①地域介護・福祉空間整備交付金（ハード交付金）  

・地域密着型サービス拠点等の整備  

②地域介護・福祉空間推進交付金（ソフト交付金）  

地域密着型サービス等の導入に必要な設備やシステムの整備  

高齢者と障害者・子どもとの共生型サービスの推進 等   

③先進的事業支援特例交付金（ハード交付金）  
（
碑
並
J
）
 
 
 

・介護療養型医療施設から老健等への施設転換  

・既存特養の個室・ユニット化改修  

・緊急ショートステイ居室の整備   等  



介護療巷型医療施設転換に係る市町村交付金（棄）  

q介護療養型医療施設転換整備事業   
既存の介護療養型医療施設を老人保健施設やケア／瑚 L   

【交付対象】次に掲げる施設に転換を行うための整備に要する経費  

ただし、他の整備計画に基づき交付金が交付されるものについては重複して交付しない  

（D老人保健施設  

②ケアハウス  
③有料老人ホーム  
（居室は原則個室とし、1人当たりの床面積が概ね13rげ以上であること。）  

④特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室  
（社会福祉法人を設立等する場合）  

⑤認知症高齢者グループホーム  
⑥小規模多機能型居宅介護事業所  
（∋生活支援ハウス  

介護療養型医療施設  

・療養病床を有する病院  

・老人性認知症疾患療養病棟を有する病院  

・療養病床を有する診療所  

①、②及び④については定員規模を問わない。  こついては特定施設入居者生  
活介護の指定の有無を問わない。③については、利用者負担第3段階以下の人で  

‥＿＿＿‖＿＿‖………‥…＿‖＿‥＿‥‖‥＿＿＿＿＿‥＿…＿＿＿‥＿＿＿＿＿＿＿■＿‥＿…＿＿▼＿－‥＿£入昆可氏な艶犀星稚魚するょが対象真帆…＿＿＿＿＿＿＿＿＿‥＿‥…＿…＿‖＿＿＿‥＿＿‥＿  

② 計画を国に提出（都道府県を経由）。  

〔二重二〕③  交付金全体（地域密着型サービスの整備等に係る交付金）に係る市町村のニーズを踏まえながら、予算の範囲内で採択。  
事雪艶区分、   単位  西己分基礎単価   

●貞1J誼   に  1．00（⊃干円   

■・・二丁〉   既存の施設右耳文り壌して、新たl二施設を遥備  中元す桑床鞍   1．20⊂）干円  

●改l蓼  l邑体工事に及ばない應廷内改l蓼（鑑I微去等）  

算定方法   

介護療養型医療施設転換整備計画記載の事業  
より減少する療養病床凱こ、右の整備区分ごとの交付  
基礎単価を乗じた頼を交付する。   

∴‡＋＋J÷※1■ 汚＋モロ  十 二十 十 十 十◆    ・  

④ 交付癒を算定し、交付金を交付。  



地域介護・福祉空間整備等交付金及び  

地域介護・福祉空間推進交付金実施要綱（案）  
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地域介護・福祉空間整備等交付金及び地域介護・福祉空間推進交付金実施要綱（案）  

第1 目的   

本要綱は、「地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律」（平  

成元年法律第64号。以下「法」という。）及び「地域における公的介護施設等の計画  

的な整備等の促進に関する法律施行規則」（平成元年厚生省令第34号。以下「規則」  

という。）の規定に基づく地域介護・福祉空間整備等交付金及び地域介護・福祉空間推  

進交付金（「市町村交付金」と総称する。以下同じ。）の実施に関する基本的事項を定  

めるものである。  

第2 地域介護・福祉空間整備交付金及び地域介護・福祉空間推進交付金（日常生活圏  

域を単位として作成する整備計画に対する交付金）  

（1）面的整備計画の作成   

ア 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、住民にとって身近な日常生活圏域（法  

第4条第2項第1号に規定する日常生活圏域をいう。以下同じ。）を単位として、  

公的介護施設等（法第2条第2項の公的介護施設等をいう。以下同じ。）の面的な  

配置構想を基に、今後3年以内に実施する基盤整備事業を明らかにした面的整備  

計画を作成することができる。  

面的整備計画に記載すべき事項は次のとおりである。  

（ア） 面的整備計画の名称  

（イ） 面的整備計画の区域  

（ウ） 公的介護施設等の整備に関する目標  

（ェ） 面的整備計画の期間  

（オ） （ウ）の目標を達成するために必要な事業に関する事項  

（カ） 日常生活圏域における公的介護施設等の整備の状況  

（キ） 面的整備計画に基づく事業に要する費用の額  

（ク） 市町村交付金の額の算定のために必要な事項  

（ケ） 面的整備計画の作成に係る住民の意見の反映等に関する事項  

（コ） 面的整備計画の目標の達成状況に係る評価に関する事項  

（サ） その他市町村が必要と認めた事項  

イ 公的介護施設等の整備に関する目標を達成する観点から、ア（オ）．に関し、   

介護予防拠点の整備事業のみ、又は、地域介護・福祉空間推進交付金に係る事  
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業のみを盛り込んだ面的整備計画を作成することも差し支えないものとする。  

（2）面的整備計画作成に当たっての留意点   

ア 面的整備計画は、市町村介護保険事業計画と調和が保たれていることが必要で  

あり、面的整備計画に定める施設の整備量は、市町村介護保険事業計画に定める  

各介護給付等対象サービス等の計画値の範囲内とする。  

イ 面的整備計画は、当該市町村の住民の生活に密接に関係することから、その作   

成又は変更に当たって、住民の意見を反映させる仕組みを設けることとする。  

ウ 面的整備計画を作成又は変更した場合には、遅滞なく公表するとともに、都道   

府県にその写しを送付するものとする。  

（3）面的整備計画の提出期限及び提出先  

市町村は、市町村交付金を充てて面的整備計画に定める事業を実施しようとする   

ときは、別紙様式第1号による計画書を作成し、計画期間の初年度の前年度の1月   

末日までに当該市町村の属する都道府県知事を経由して、当該都道府県を管轄する   

地方厚生局長（徳島県、香川県、愛媛県及び高知県にあっては四国厚生支局長。以   

下「地方厚生（支）局長」という。）に提出するものとする。  

（4）面的整備計画の評価  

市町村は面的整備計画に基づく計画期間が経過した後には、当該面的整備計画の   

目標の達成状況について、学識経験者等で構成する委員会による評価を行い、その   

結果を公表するものとする。  

（5）地域介護・福祉空間整備交付金の交付   

（ア）対象事業  

（1）ア（ウ）の公的介護施設等の整備に関する面的な配置構想を達成する  

ため、法第4条第2項第2号並びに規則第4条、第5条及び第6条に定められ  

た事業のうち次に掲げる施設等を整備する事業を対象とする。  

a 地域密着型サービスの拠点  

（a） 小規模多機能型居宅介護拠点  

（b） 小規模（定員29人以下）の特別養護老人ホーム（ユニット型を基  

本としつつ、地域における特別の事情も踏まえるものとする。）  

（。） 小規模（定員29人以下）の特定施設入居者生活介護の指定を受け  

るケアハウス（ユニット型を基本としつつ、地域における特別の事情  

も踏まえるものとする。）  

（d） 認知症高齢者グループホーム  
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（e） 認知症対応型デイサービスセンター  

（り 夜間対応型訪問介護ステーション  

b 小規模（定員29人以下）の老人保健施設（ユニット型を基本としつつ、地   

域における特別の事情も踏まえるものとする。）  

c 介護予防拠点  

d 地域包括支援センター  

e 生活支援ハウス（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）、離島振興   

法（昭和28年法律第72号）、半島振興法（昭和60年法律第63号）、山村   

振興法（昭和40年法律第64号）、過疎地域自立促進特別措置法（平成12年   

法律第15号）、水源地域対策特別措置法施行令（昭和48年法律第118号）   

又は奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づくもの   

に限る。）  

（イ）施設等の整備   

（ア）の対象事業については、地域再生の観点も踏まえ、空き家、空き店舗  

など地域の既存資源の有効活用に留意し、地域の創意工夫をいかした効果的  

かつ効率的な整備を図るよう努めるものとする。  

（ウ）採択基準  

地域介護・福祉空間整備交付金は、高齢者が介護が必要となっても住み慣れ   

た日常生活圏域において生活を継続することができるようにするための基盤整   

備が求められる中で、公的介護施設等の整備状況に地域差があることを踏まえ、   

整備を行う必要性が高い面的整備計画から優先して採択することとし、次の観   

点から評価を行う。  

a 別表1の市町村交付金採択指標の客観的指標（指標1～指標3）により、  

提出された各面的整備計画の評価点を算定する。  

b aにより得られた点数に、別表1の市町村交付金採択指標の政策的指標  

（指標4～指標10）による加算点を加えた総合評価点に基づき、予算の  

範囲内で優先順位の高い面的整備計画から順に採択することとする。  

（エ）交付額の算定方法   

a 算定方法  

地域介護・福祉空間整備交付金は面的整備計画ごとに交付するものとし、  

面的整備計画に記載された施設等につき、別表2（1）の第2欄に定める  

配分基礎単価の合計額と第3欄に定める対象経費の実支出額の合計額とを  

比較して少ない方の額を交付額とする。  

ただし、その額が70，000千円を超える場合は、70，000千円を  

上限とし、また、1，000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨  
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てるものとする。  

b 国の財政上の特別措置   

次の表の第1欄に定める区分につき、第2欄に定める対象施設が市町村整  

備計画に記載される場合には、当該施設の種類ごとに、aにより算定した  

額に第3欄に定める加算額を加算することとし、その結果、交付額が  

70，000千円を超える場合も、70，000千円を超えて加算できるも  

のとする。   

ただし、1，000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの  

とする。  

1 区  分   2 対象施設の種類   3 加算額   

公害の防止に関する事業に係る国の財政上  ・特別養護老人ホーム  別表2の第2欄に定   

の特別措置に関する法律（昭和46年法律第  ・ケアハウス   める配分基礎単価に   

70号）第2条に規定する公害防止対策事業  ・生活支援ハウス   0．10を乗じて得   

として行う場合  た額   

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第1  ・特別養護老人ホーム  別表2の第2欄に定   

4号）第4条に規定する沖縄振興計画に基づ  ・生活支援ハウス   める配分基礎単価に   

く事業として行う場合  0．50を乗じて得  

た額   

地震防災対策強化地域における地震対策緊  ・特別養護老人ホーム  別表2の第2欄に定   

急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関  める配分基礎単価に   

する法律（昭和55年法律第63号）第2条  0．30を乗じて得   

に規定する地震対策緊急整備事業計画に基づ  た額   

いて実施される事業のうち、同法別表第1に  

掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として  

行う場合）  

地震防災対策特別措置法（平成7年法律第  ・特別養護老人ホーム  別表2の第2欄に定   

111号）第2条に規定する地震防災緊急事  める配分基礎単価に   

業五箇年計画に基づいて実施される事業のう  0．30を乗じて得   

ち、同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木  た額   

造施設の改築として行う場合）  
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c 豪雪地帯対策特別措置法による特例   

豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定   

に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、a及びbにより算定さ   

れた当該額に0．08を乗じて得た額を加算することとし、その結果、交付   

額が70，000千円を超える場合も、70，000千円を超えて加算でき   

るものとする。   

ただし、1，000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの   

とする。  

d 年度単位の交付   

複数年度にわたる面的整備計画に対する地域介護・福祉空間整備交付金   

の交付については、面的整備計画に記載された個々の事業の着工時期に着   

目し、各年度ごとに交付するものとする。  

（6）地域介護・福祉空間推進交付金の交付  

（ア）対象事業   

（1）ア（ウ）の公的介護施設等の整備に関する面的な配置構想を達成するた   

め、法第4条第2項第2号及び規則第6条に定められた事業のうち次に掲げる   

事業に必要な経費を対象とする。   

a 夜間対応型訪問介護の実施のために必要な事業  

・利用者の心身の状況等の情報を蓄積し、随時適切に利用者からの通報を  

受け付けることができる通信機器及びシステムの導入  

・適切にオペレーションセンターに通報できる端末の購入又はリース  

・事業立上げの初年度に必要なその他の経費  

b 高齢者と障害者や子どもとの共生型サービスを行う事業  

・事業立上げの初年度に必要な設備整備等  

c「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、地域における包  

括的なサービスを推進する事業  

・事業立上げの初年度に必要な設備整備等  

d その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことができるよう支援す  

る事業  

・事業立上げの初年度に必要な設備整備  

（イ）採択基準   

（ア）の事業については、地域の実情に応じた実効性のある地域介護・福祉   

空間形成を推進する必要があることから、ア（ウ）の採択基準による優先順   

位に従い、予算の範囲内で採択することとする。  
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（ウ）交付額の算定方法   

面的整備計画に記載された事業ごとに、別表2（2）の第2欄に定める配分  

基礎単価の合計額と第3欄に定める対象経費の実支出額の合計額とを比較して  

少ない方の額を交付額とする。  

（エ）年度単位の交付   

複数年度にわたる面的整備計画に対する地域介護・福祉空間推進交付金の交  

付については、面的整備計画に記載された個々の事業の設備の購入時期や運営  

開始時期等に着目し、各年度ごとに交付するものとする。  

ウ その他  

a lつの日常生活圏域に係る面的整備計画の採択は、3年に1回を限度と  

する。ただし、（1）イの面的整備計画を提出する場合については、この限  

りではない。  

b 面的整備計画が多数にのぼった場合は、1市町村につき採択する計画数  

を調整し、又は、1計画当たりの交付上限額を調整することがあるものと  

する。  

（7）平成17年度からの継続事業の交付   

平成1、7年度に採択され、面的整備計画に記載された事業が平成18年度以降も継  

続する計画については、様式第2号に当該年度の交付予定額を記入の上、地方厚生（支）  

局長へ提出するものとする。  

第3 先進的事業支援特例交付金（市区町村全域を単位として作成する整備計画に対す  

る交付金）  

（1）介護療養型医療施設転換整備計画  

ア 介護療養型医療施設転換整備計画の作成  

市町村は、療養型医療施設の再編に当たって、既存の介護療養型医療施設に   

ついて円滑な転換を推進するため、毎年度、既存の介護療養型医療施設の老人   

保健施設やケアハウス等への転換を基本とする「介護療養型医療施設転換整備   

計画」を作成することができる。   

介護療養型医療施設転換整備計画に記載すべき事項は次のとおりである。  

（ア）介護療養型医療施設転換整備計画の名称  

（イ）介護療養型医療施設の転換に関する目標  

（ウ）市町村における介護療養型医療施設の状況  

（エ）（イ）の目標を達成するために転換が必要な介護療養型医療施設を有する施  
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設等の名称等  

（オ）介護療養型医療施設転換整備計画に基づく整備事業に要する費用の額  

（カ）先進的事業支援特例交付金の額の算定のために必要な事項  

（キ）その他市町村が必要と認めた事項  

イ 介護療養型医療施設転換整備計画作成に当たっての留意点  

（ア）介護療養型医療施設転換整備計画は、市町村介護保険事業計画、都道府県   

介護保険事業支援計画及び医療計画と調和が保たれていることが必要である。  

（イ）介護療養型医療施設転換整備計画は、面的整備計画及び先進的事業整備計   

画と重複して交付金を交付しないものとする。  

（ウ）介護療養型医療施設は、市町村域を越えた広域的な利用につながるもので   

あることから、介護療養型医療施設転換整備計画の作成又は変更に当たって   

は、都道府県の意見を聞かなければならないものとする。  

（エ）介護療養型医療施設転換整備計画を作成又は変更を行った場合には、遅滞   

なく公表するとともに、都道府県にその写しを送付するものとする。  

ウ 介護療養型医療施設転換整備計画の提出期限及び提出先  

市町村は、先進的事業支援特例交付金を充てて介護療養型医療施設転換整備   

計画に定める事業を実施しようとするときは、別紙様式第3号による計画書を   

作成し、計画年度の前年度1月末日（平成18年度の場合は、平成18年9月   

末日）までに当該市町村の属する都道府県知事を経由して、当該都道府県を管   

轄する地方厚生（支）局長に提出するものとする。  

エ 先進的事業支援特例交付金の交付（介護療養型医療施設転換整備計画に係る  

分）  

（ア）対象事業   

法第4条第2項第2号及び規則第6条第2項に基づき、介護療養型医療施設   

転換整備計画に記載する事業は介護療養型医療施設から転換して次に掲げる   

施設を整備する事業とし、介護療養型医療施設転換整備計画に係る先進的事   

業支援特例交付金は当該事業に要する経費を対象とする。  

なお、a、b及びdについては、定員規模を問わないこととし、又、bについ   

ては特定施設入居者生活介護の指定の有無を問わないこととする。  

a 老人保健施設  

b ケアハウス  

C 有料老人ホーム（居室は原則個室とし、1人当たりの居室の床面積が概ね   

13nぞ以上であるものでかつ、利用者負担第3段階以下の人でも入居可能  
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な居室を確保しているものに限る。）  

d 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室（社会福祉法人  

を設立等する場合）  

e 認知症高齢者グループホーム  

f 小規模多機能型居宅介護事業所  

g 生活支援ハウス（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）、離島振  

興法（昭和28年法律第72号）、半島振興法（昭和60年法律第63号）、   

山村振興法（昭和40年法律第64号）、過疎地域自立促進特別措置法（平成  

12年法律第15号）、水源地域対策特別措置法施行令（昭和48年法律第1  

18号）又は奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に  

基づくものに限る。）  

（イ）整備区分  

「転換」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいうこととする。  

整備区分   整 備 内 容   

創  設  既存の介護療養型医療施設を取り壊さずに、新たに施設を  

整備すること。   

改  築  既存の介護療養型医療施設を取り壊して、新たに施設を整  

備すること。  

既存の介護療養型医療施設を本体の躯体工事に及ばない屋  

内改修（壁撤去等）で工事を伴うものであること。   

（ウ）交付額の算定方法   

介護療養型医療施設転換整備計画に係る先進的事業支援特例交付金の交付  

は市町村ごとに行うものとし、介護療養型医療施設転換整備計画に記載され  

た事業について、別表3（1）の第1欄に定める整備の区分ごとに、第2欄  

に定める交付基準単価に第3欄に定める単位の数（ただし、廃止予定の介護  

療養型医療施設の定員数を上限とする。）を乗じて得た額と第4欄に定める対  

象経費の実支出額とを比較して少ない方の額の合計額を交付額とする。   

なお、1，000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと  

する。  

（2）先進的事業整備計画  

ア 先進的事業整備計画の作成  

市町村は、高齢者が出来る限り在宅に近い居住環境の中で生活が営めるよ  
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うにするため、また、地域における介護・福祉・医療等の多様なニーズに応  

えるため、毎年度、既存の特別養護老人ホームのユニット型施設への改修等  

の先進的な事業を基本とする「先進的事業整備計画」を作成することができ  

る。  

「先進的事業整備計画」に記載すべき事項は次のとおりである。  

（ア）先進的事業整備計画の名称  

（イ）先進的事業の目標  

（ウ）（イ）の目標を達成するために整備が必要な施設の名称及び設置の場所  

（ェ）先進的事業整備計画に基づく整備事業に要する費用の額  

（オ）先進的事業支援特例交付金の額の算定のために必要な事項  

イ 先進的事業整備計画作成に当たっての留意点  

（ア）先進的事業整備計画は、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事   

業支援計画と調和が保たれていることが必要であり、先進的事業整備計画に   

定める施設の整備量は、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業   

支援計画に定める計画値の範囲内とする。  

（イ）先進的事業整備計画は、面的整備計画又は介護療養型医療施設転換整備計画   

と重複して交付金を交付しないものとする。  

（ウ）特別養護老人ホームのユニット化改修等は、市町村域を越えた広域的な利   

用につながるものであることから、その作成又は変更に当たっては、施設が   

設置される都道府県の意見を聞かなければならないものとする。  

（ェ）先進的事業整備計画を作成又は変更を行った場合には、遅滞なく公表する   

とともに、都道府県にその写しを送付するものとする。  

ウ 先進的事業等整備計画の提出期限及び提出先   

市町村は、先進的事業支援特例交付金を充てて先進的事業整備計画に定める  

事業を実施しようとするときは、別紙様式第4号による計画書を作成し、計画  

年度の前年度1月末日（平成18年度の場合は、平成18年8月末日）までに   

当該市町村の属する都道府県知事を経由して、当該都道府県を管轄する地方厚   

生（支）局長に提出するものとする。  

エ 先進的事業支援特例交付金の交付（先進的事業整備計画に係る分）   

（ア）対象事業  

規則第4条第5号、第5条第3号、第6条第2号（ユニット型施設を整備する   

事業に限る。）及び同条第7号に定められた次に掲げる事業に要する経費を対象  
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とする。  

a 既存の特別養護老人ホームをユニット型施設へ改修する事業及び介護療養  

型医療施設を改修により、第3の（1）のエの（ア）a又はd若しくはeに  

掲げる施設であってユニット型のものに転換する事業  

b 虐待のほか、要介護者の急な疾病等に対応するための緊急ショートステイ   

の整備事業  

c 市町村から提案された全国的に見て先進的な事業  

（イ）交付額の算定方法   

a 算定方法  

先進的事業支援特例交付金は市町村ごとに交付するものとし、先進的事業  

整備計画に記載された事業ごとに、別表3（2）の第1欄に定める事業の区  

分ごとに、第2欄に定める交付基準単価に第3欄に定める単位の数を乗じて  

得た額と第4欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額の合  

計額を交付額とする。  

ただし、1，000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの  

とする。  

b 国の財政上の特別措置  

次の表の第1欄に定める区分につき、第2欄に定める対象施設が先進的事   

業整備計画に記載される場合には、当該施設の種類ごとに 、aにより算定し   

た額に第3欄に定める加算率を乗じて得た額を交付額とする。  

ただし、1，000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの   

とする。  
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1 区 分   2対象施設の種類   3加算率   

公害の防止に関する事業に係る国の財政   特別養護老人ホーム   

上の特別措置に関する法律（昭和46年法   1．10  

律第70号）第2条に規定する公害防止対   

策事業として行う場合   

沖縄振興特別措置法（平成14年法律第   特別養護老人ホーム   1．5 0   

14号）第4条に規定する沖縄振興計画に   

基づく事業として行う場合   

豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律  

第73号）第2条第2項の規定に基づき指   

定された特別豪雪地域に所在する場合   

第4 優先すべき事項について   

面的整備計画の作成に当たっては、次のものを優先的に計画に盛り込むこととす  

る。  

（1）施設入所者の安全性を確保する観点から、建設後の経過年数及び老朽度を勘案し   

て優先度の高い老朽施設の改築を行うもの。  

（2）施設利用者に対するサービス提供に止まらずこ広く地域に開かれた在宅福祉の推   

進拠点としての機能を果たすもの。  

（3）都市部における用地取得の困難性にかんがみ、地方公共団体が土地を貸与するも   

のや施設の高層化を図るなど高齢者が利用する施設を中心市街地等の利用しやすい   

場所に整備するものや、文教施設等の利用も含め各種施設の合築、併設を行うこと   

等により土地の有効活用等を図るもの。  

（4）過疎、山村、離島等において、適切な入所者処遇と効率的な施設運営が確保でき   

るもの。  

（5）地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転改築整備を行うもの。  

（6）入所者等の精神的なゆとりと安らぎのある生活環境づくりや資源循環型社会の構  

築に寄与していくため、施設の木造化、内装等への木材の利用、木製品の利用等を   

行うもの。  

（7）地域の人材・知識が集積する知の拠点である大学等と連携した地域づくりを進め   

ていくもの。  
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別表1  

市町村交付金採択指標  

1 客観的指標   

内  容   

指標1  当該市町村における65歳以上人口の平成17年から平成27年までの増加率   

指標2  計画の区域における65歳以上のひとり暮らし又は65歳以上の夫婦のみの世帯の割合（当該年  
4月1日現在）   

指標3  計画の区域における介護保険3施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。）及び介護専用の居  
住系サービス（認知症高齢者グループホーム及び介護専用型特定施設（地域密着型特定施設を  

含む。））の総定員の要介護2以上の認定者数に対する割合（当該年4月1日現在）   

2 政策的指標   

内  容   

指標4  地域密着型サービスの拠点整備を中心としていること  
・小規模多機能型居宅介護、認知症対応型デイサービス、夜間対応型訪問介護を整備する場合   

指標5  サービス拠点相互の連携によるネットワーク形成を目指したものであること  

・以下の要件を満たす場合  

（1）サービス提供に当たっての連携体制  

日常生活圏域内の関係団体・サービス事業者等で形成される協議会等サービス提供のための連携の場が開催  

されること  

（2）事業者の資質向上のための取組  

関係団体等による資質向上のための研修会等が定期的に行われること   

指標6  既存資源を活用すること  
・次のような既存資源の活用が図られる場合  

（例）公民館等の公共施設の一部、保育所等の空き教室、商店街の空き店舗、企業の寮などの遊休施設 等   

指標7  元気な高齢者や地域住民が参加する「共生型」のコミュ芦ティづくりを目指したものであるこ  

と  

・以下の要件を満たす場合  

（1）地域の元気な高齢者等や地域住民等の参画  

シルバー人材センターとの連携、ボランティア活動などを通じて、地域の高齢者、障害者、地域住民等の参画  

が図られること  

（2）地域に開かれた運営  

地域住民と利用者の交流の機会が設けられている、施設の職員による地域住民への介護教室・出前講座の開催、  
グ／レープホームでの認知症窓口相談が行われる等、地域に開かれた運営が行われること   

指標8  未来志向の事業又は先駆性の高い事業を実施していること  
・当該市町村が、在宅と施設の連携（ホームシェアリング）、認知症高齢者ケアの充実（地域見守りサービス．）、権利擁  

譲（成年後見制度を利用するための受け皿づくり等■）その他の未来志向又は先駆性の高い事業を実施している場合   

指標9  給付適正化事業を実施していること  
・当該市町村が地域支援事業等による給付適正化事業を実施している 場合   

指標10  内閣府による地域再生計画の評価結果筆の反映  
「地域再生法」（平成17年法律第21号）及び「地域再生基本方針」（平成17年4月22日間議決定）に基づく地  

域再生計画の評価結果を反映   
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別表2  

面的整備計画に基づく事業の配分基礎単価  

（1）地域介護・福祉空間整備交付金に係る分  

1 区  分  2 配分基礎単価   3 対象経費   

地域密着型サービスの拠点  面的整備計画に基づく施設等の整備  
（施設の整備と一体的に整備されるもの  
であって、地方厚生（支）局長が必要と  
認めた整備を含む。）に必要な工事費又  

・特別養護老人ホーム   は工事請負費及び工事事務費（工事施工  
のため直接必要な事務に要する費用で  

1ユニット  20，000千円      あって、旅費、消耗品費、通信運搬費、  
印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ  

2ユニット以上   
の額は、工事費又は工事請負費の2．  

40，000千円   6％に相当する額を限度額とする。）。  

・ケアハウス  

1ユニット   ただし、別の負担（補助）金等にお  

いて別途補助対象とする費用を除き、  
2ユニット以上   工事費又は工事請負費には、これと同  

等と認められる委託費及び分担金及び  

・認知症高齢者グループホーム   15，000千円  適当と認められる購入費等を含む。  

・認知症対応型デイサービスセンター   10，000千円  

・夜間対応型訪問介護ステーション   5，000千円   

老人保健施設  25，000千円   

介護予防拠点  7，500千円   

地域包括支援センター  1，000千円   

生活支援ハウス  30，000千円   

（2）地域介護・福祉空間推進交付金に係る分  

1 区  分   2 配分基礎単価   3 対象経費   

夜間対応型訪問介護の実施のために必要な事業   30，000千円  面的整備計画に基づく設備の整備に必  
要な需用費、使用料及び賃借料、備品購  
入費、報酬、給料、職員手当等、共済  
費、賃金、旅費、役務費、委託料又は工  
事請負費。   

高齢者と障害者や子どもとの共生型サービスを行う事  3，000千円   
業  

「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のた  3，000千円   
めの、地域における包括的なサービスを推進する事業  

その他高齢者が居宅において自立した生活を営むこと   3，000千円  面的整備計画に基づく設備の整備に必   
ができるよう支援する事業  要な需用費、使用料及び賃借料、備品購  

入費又は工事請負費。   
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別表3  

先進的事業支援特例交付金の交付基準単価（案）  

（1）介護療養型医療施設転換整備計画に基づく事業  

1 区  分   2 交付基準単価  3 単位   4 対象経費   

介護療養型医療施設転換整備計画  
に基づく事業の施設の整備（施設の  
整備と一体的に整備されるもので  
あって、地方厚生（支）局長が必要  
と認めた整備を含む。）に必要な工  
事費又は工事請負費及び工事事務費  
（工事施工のため直接必要な事務に  

要する費用であって、旅費、消耗品  

創  設   
費、通信運搬費、印刷製本費及び設  

1，000千円  転換床数           計監督料等をいい、その額は、工事  
費又は工事請負費の2．6％に相当  
する額を限度額とする。） 
。 ただし、別の負担（補助）金等に  
おいて別途補助対象とする費用を除  
き、工事費又は工事請負費には、こ  
れと同等と認められる委託費及び分  
担金及び適当と認められる購入費等  
を含む。   

改  築   1，200千円  転換床数   

改  修   500千円  転換床数   
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（2）先進的事業等整備計画に基づく事業  

1 区  分  2 交付基準単価  3 単位   4 対象経費   

先進的事業等整備計画に基づく事  
業の施設の整備（施設の整備と一体  

特別養護老人ホームのユニット化改修事業及び介護療養型医療施設の転       的に整備されるものであって、地方  
換に伴うユニット化改修事業  厚生（支）局長が必要と認めた整備  

を含む。）に必要な工事費又は工事  
請負費及び工事事務費（工事施工の  
ため直接必要な事務に要する費用で  
あって、旅費、消耗品費、通信運搬  
費、印刷製本費及び設計監督料等を  
いい、その額は、工事費又は工事請  
負費の2．6％に相当する額を限度  
額  

おいて別途補助対象とする費用を除  

「多床室→ユニット化」改修   
き、工事費又は工事請負費には、こ  

1，000千円  整備床数   

担金及び適当と認められる購入費等  
を含む。   

緊急ショートステイの整備事業  1，000千円  整備床数   

20，000千円の範  
市町村提案事業  園内で厚生労働  

大臣の認めた額   
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様式第1号  

面的整備計画書  

計画期間  平成  年度  ～ 平成  年度  

4i的イトt暮倫l亨鐘の鞋偶の胃績を恵め為に当かっての留手すべ卓l艶用  

公的介礫埴設等の種類  
r開所分）  （整備分）  （合計）  （隕所分）…  （整備分）  （合計）  

①  H H        り  
②  ‡              ③  
④  

⑥  

⑦  

⑧  

⑨  
⑳  
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客観的指標関係  

5．宏窓的指 標関係（指標1～指標3関係1  

（引 当言亥市町村における65歳以卜人口の増加率  一指億1関係）  

区分  平成17年  1年後  2年後  3年後  4年後  5年後  6年後  7年後  8年後  9年後  10年後   

65機以上  人   人   人   J、   J、   人   J、   人   ノ、   人   人  

人口  

（出典）  

増加率   

（豹 65歳以卜のひとり土らl又は65歳以トの秦墟のみの世帯の割合（桔梗2関係）  

（A）高齢者のいる世帯数    （B）高齢者単身世帯数    （C）高齢者夫婦世帯数    指標2（－Bノ＋l⊂JJ′・tAJ】  

世帯  せ帯  世帯  ％  

招）介潔保険3旅設及び介護専用居件系サービスの屏畠数の菩介儒2以トの改定 音数に射すろ割合（撫横3見目係）  

（A）指定介硬老人福祉施設の定員数  人  （G）地域密着型特定施設の定員数  人  

（B）地域密着型介護老人福祉施設の定見数  人  （H）要介護2以上の認定者数  人  

（C）介護老人保健施設の定見数  人  指標3 （三（（A）＋佃）・（C）・rD）・㈲・「F）・（Gト／rIi）】  

（D）指定介護療養型医療施設の定見数  人   ％  

（E）認知症高齢者グループホームの定員数  人  

（F）介護専用型特定施設の定員数      人  
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整備等事業関係  
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政策的指標関係  

S  A  B   
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様式第2号  
継続事業に係る分  

面的整備計画書   

平成  年度  ～  平成  年度  

当初計画と変更がある場合は、当初計画を下表に記入すること。（変更箇所は朱書きで記入すること。）  
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様式第3号  

介護療養型医療施設転換整備計画  

2 市町村内における介護療兼型瞑療施設の状況  

介凛療養型医療施設を有する    股鷹主体   設t穆所   病床数  転換等予定年度  介旛♯義筍霹＃犠脾の転地■に出すス自覆お食め昌tこ当ナ（丁の匂徽十ペ曇■打  
施設等の名称  

Ci, 

⑧  

③  

①  

⑤  

⑥  

⑦  

⑧  

⑨  

⑳  

3 日棲達成のために改修導が必専な娩設の名称 馨儲区合 そ の曹用の療及び番付予定額等   
（暮位：千R）  

転換  前床数  
介餞療養型医療施設を有する  の  設覆主体   
施役等名称  整備区分  転換後の施設種別  うち転換 床数  

■（bとdのい  
b   C   

（D  

（診  

③  

④  

⑤  

⑥  

⑦  

⑧  

⑨  

合 計  

：※設置主体が変更となる場合、変更前の設置者と変更後の設置者を記載すること  
し＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■  

－・・・・・－－－一一－－－－－－－－－－－－－・・・・・・－－－－一－－－－－－－－－－→一－－一一一－－－一－－－－－－・・・・・－－－－－－－－－一－－－－－一一一－－－ 
■「 ；※転換床数は（転換前の床数を記載すること）例：50床→20床の場合は50床を記載 ； し 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●．．．．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿｛＿＿＿＿●＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  
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様式第4号  

先進的事業整備計画  

ユニット型個室割合 

3．働その費用の額及び交付予定額等   

① 既存の特別養護老人ホームをユニット型施設へ改修する事業及び介護療養型医療施設の転換に伴うユニット化改修事業  

② 緊急ショートステイの整備事業  

■■■■■●●－■■－■■■■疇■■－－■■－－■■一●■■一一－－－－－－－－■■－－●－－一－－－一－－－一一－－t－－－－－－一一一一－－－一－－－－－－一－－－一一一一－一一一一－一一－－－－－一一－－－－－一一一一一一－－－－－－－－－－－－－－－■■■■■■■■－■■   

③ 市町村提案事業  
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（資料8）  

医政発第0703018号  

平成18年7月3日  

各 都道府県衛生主管部（局）長 殿  

厚生労働省医政局長  

療養病床に係る財産処分承認手続きの簡素化について  

l   

医療施設等施設整備費補助金及び医療施設等施設整備資金貸付金（以下「補助金  

等」という。）における療養病床（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第  

2項第4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）の整備については、患者の療  

養環境の改善等を目的として行ったところである。   

今般、医療保険制度の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を確保するため、健  

康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号。以下「平成18年改  

正法」という。）が公布されたことに鑑み、療養病床に係る財産処分の承認手続き  

について簡素化を図ることとし、下記のとおり取り扱うこととしたので通知する。   

なお、貴都道府県が行った補助事業（国の間接補助事業）についても、下記に定  

める報告手続きに従い行うこととしたので、貴管内の医療機関に対する周知及び適  

切な事務処理を行っていただくよう配慮願いたい。   

また、本通知においては、老健局及び保険局においても了知しているところセあ  

るので、念のため申し添える。  

記  

1補助金等の交付を受けて取得し、又は効用の増加した財産を補助金等の目的に   

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する処分（以下「財産   

処分」という。」）を行う際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する   

法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定により、厚生労働大臣の承認   

が必要とされているところであるが、今般の療養病床をめぐる平成18年改正法   

に基づく財産処分に関しては、通常の財産処分と異なり、主として補助事業者等   

の都合によらないこと、また、引き続き患者の療養環境の改善等を図る必要があ   

ることから、以下の2に該当する財産処分であって、原則として財産処分を行う  

1か月以上前に別紙様式により厚生労働大臣に報告があったものについては、厚  

生労働大臣の承認があったものとして取り扱う（以下「報告手続」という。）こ   

ととし、この場合の当該財産処分に係る補助金相当額の国庫納付は不要とする。   

ただし、報告手続による転用等を行った後については、国庫補助事業の完了時  
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から起算して厚生労働大臣が別に定める期間（「補助事業等により取得し、又は  

効用の増加した財産の処分制限期間（平成13年厚生労働省告示第239号）」  

をいう。）を経過するまでは、所要の手続きを経ることなく財産処分を行うこと  

は認められず、既存施設の残存期間について処分制限が課されるものとする。   

また、間接補助事業についても、都道府県知事は間接補助事業者に対し処分制  

限期間を経過するまで財産処分を制限する条件を付さなければならないものとす  

る。  

2 財産処分の手続きの簡素化の対象となる療養病床について   

これまで、療養病床をはじめとした病床の整備については、患者の療養環境の   

改善等を図ることを第一の目的として行ってきたところであるが、平成18年改   

正法等の施行を踏まえ、簡素化の対象となる療養病床は財産処分の際に入院して   

いる患者がその状態に即した適切な施設等において必要な対応が図られる場合で   

あって、次の財産処分を行う場合とする。  

なお、財産処分の手続きの簡素化については、高齢者の医療の確保に関する法   

律（昭和57年法律第80号）に基づく第一期の医療費適正化計画が終了する平   

成25年3月31日までに限る措置とする。  

（1） 療養病床（療養病床の整備を補助条件として整備された療養病床）につ  

いて、病床の数を増加させることなくその全部若しくは一部について医療  

法第7条第2項第5号に定める一般病床に転用（取壊し後に新築又は増築  

する場合を含む。以下同じ。）する場合又は転用せずに療養病床の利用率  

等を踏まえて療養病床の数を減ずる場合であって、次の（ア）及び（イ）  

の条件を満たす場合。  

・（ア） 1床ごとの病室面積を6．4rd以上を確保すること。  

（イ） 引き続き、機能訓練室、談話室、患者食堂及び浴室を設置している  

こと。  

なお、上記について例示すると次のとおりであるが、病床を減ずる場合  

であっても、患者の療養環境を向上させるよう補助事業者において対応す  

るものであること。  

・療養病床100床を一般病床100床  

／／  を一般病床50床及び療養病床50床  

／／  を一般病床40床及び療養病床40床  

／／  を療養病床90床  

（2） 療養病床（療養病床を補助条件としているか否かにかかわらず整備され  

た療養病床）について、その全部又は一部を次の（ア）から（キ）までの  

施設に転用又は、次の施設として使用することを条件として他の社会福祉  
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法人等へ無償譲渡する場合。  

（ア） 介護老人保健施設  

（イ） 軽費老人ホーム（ケアハウス）  

（ウ） 有料老人ホーム（居室は原則個室とし、1人当たりの居室の床面積が  

概ね13nぞ以上であるものに限る。）  

（エ） 特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室  

（オ） 認知症高齢者グループホーム  

（カ） 小規模多機能型居宅介護事業所  

（キ） 生活支援ハウス  

（3）  （1）又は（2）において財産処分の簡素化の対象となった施設におい  

て、再度療養病床や介護老人保健施設等他の施設に転用する場合は、個別  
に協議が必要となるので、念のため申し添える。  

（参考）   

1）   「療養病床の整備を補助条件として整備された療養病床」とは医療  

施設近代化施設整備事業で次により整備された療養病床をいう。   

ア）病院の改修（一部増築を含む。）により整備された療養病床   

イ）診療所の改修等（新規開設を除く。）により整備された療養  

病床   

ウ）介護基盤整備促進事業（平成16年度廃止）により整備され  

た療養病床  

2） 「療養病床を補助条件としているか否かに拘わらず整備された療養   

病床」とは次により整備された療養病床をいう。  

ア）医療施設近代化施設整備事業により老朽化した病院等の新築、  

増改築又は改修により整備された療養病床  

イ）その他の整備事業で整備された療養病床  

3 2以外の方法による財産処分の取り扱いについて   

上記2以外による財産処分の取り扱いについては、従前のとおり補助金等に係   

る予算の執行の適正化に関する法律の規定に基づき、あらかじめ厚生労働大臣の   

承認が必要である。  
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別紙様式  
号  

月  日  

番  

平成  年  

厚生労働大臣 殿  

補助事業者名  印  

染   医療施設等施設整備費補助金の交付を受けて取得した財産の処分報告書  

薬  医療施設等施設整備費補助金の交付を受けて取得した財産について、下記のとおり財  
産処分を行うので平成18年7月3日医政発第0703018号厚生労働省医政局長通知「療  
養病床に係る財産処分承認手続きの簡素化について」に基づき、関係書類を添えて報告  
する。  

記  

1 処分施設の概要  

設置主体  
補助事業名   補助事業者名  施設名  補助施設の所在地  

（経営主体）  

（  ）  

国庫補助金額   総事業費   国庫補助   処分制限  経過年数   
建物構造  

（補助対象面積）   （総面積）   年  度  期   間  （ ～）  

円  円  
年度  

（  ポ）     （  ポ）  年  （、竿   

2 処分の内容  

彗 処 分 の 詳 細   
処分予定  処分区分  （蓮蕃警鼠  鱗鮎  ・罵．≡－’覧  
年月日  

床  

・（   ）    （ ポ）  （ 

3 添付資料  

・財産処分対象施設の概要と図面（補助対象部分、面積を明記したもの）  
・転用後の施設、取り壊した後に新築、増築された新施設の概要と図面（対象部分、   
面積を明記したもの）  

・交付額確定通知書の写し（交付額を確認できる書類）  
・その他参考となる資料  
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（記入要領）  

1標題及び本文中の補助金等の名称は、財産処分を行おうとしている施設に対して交付された  

補助金等の名称を記載すること。  

2 処分の内容  

（1）「建物構造」欄：鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、ブロック造、鉄骨造等建物   

の構造について記入すること。  

（2）「処分区分」欄：療養病床から一般病床への転用、転用、取り壊し、無償譲渡の別を記入  

する。  

（3）「処分後の設置主体（経営主体）」欄：無償譲渡により設置主体が変わった時のみ記入す  

る。  

（4）「処分の詳細」欄：財産処分の内容を簡潔に記載すること。   

例 00施設をロロ施設に転用  

00施設の一部を□□施設に転用  

00施設を取り壊し、□□施設を新築  

なお、転用後の施設、取り壊し後の新施設の入所等の定員数を必ず記入すること。  

3 添付書類   

間接補助事業については、施設等の設置主体からの財産処分報告書等の写しを添付するこ   

と。  

その他参考となる資料については、適宜当該財産処分の内容を補足すること。  
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療養病床の転換の簡素化とその彼の措置（調整中）  

平成18年7月3日（通知発出日）  平成25年3月31日（簡素化適用期限）  

J    個別に協議が必要（大臣の承認必要、返還を要しない方向で検討中）  

【岬招町域汐 返還が必要（大臣の承認必要）  

処分制限期間（39年）   



（参考資料）  

療養病床の転換に関するQ＆A  

質  問   

今回の療養病床の見直しの基本的な考え方如何。   

2   療養病床の見直しについてに、利用者に支障が生じないよう、どの  

ように進めていくのか。   

3   医療区分設定の考え方如何。   

4   医療区分1の人であってもー定程度の医療行為は必要であり、こう  

した者を介護保険施設等で受け入れられるのか。   

5   療養病床の削減に伴い、これまで療養病床に入院していた高齢者に  

対して特に重要と考えられるターミナルケアや重度を含めた認知症の  

患者に対するケアについては、その受け皿となる介護サービスの基盤  

の中でどのように確保していくのか。   

6   在宅、グループホーム、ケアハウス等における在宅介護サービスや  

訪問看護等の在宅医療関連サービスの充実について、どのように考え  

ているのか。   

7   第3期介護保険事業（支援）計画期間における療養病床から老人保  

健施設等への転換に伴う取扱如何。   

8   介護保険適用の療養病床の転換についての支援措置如何。   

9   病床転換助成事業の概要如何。   
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問1 今回の療養病床の見直しの基本的な考え方如何。  

（答）  

1長期にわたる療養を必要とする患者のための病床である療養病床について   

は、医療保険適用の病床（約25万床）と介護保険適用の病床（約13万床）   

があるが、医療の必要性が必ずしも高くない患者が多く入院しており、在院   

日数も長くなっているところである。  

2 療養病床の問題は、昭和48年の老人医療責無料化以降、病院が高齢者介   

護の受け皿となってきた「老人病院」問題として、30年来の懸案となって   

きており、介護保険法施行後6年を経て、介護基盤の整備も進んだことから、   

積年の課題を整理し、いわゆる「社会的入院」を是正することとしたもので   

ある。  

3 見直しに当たっては、患者の状態に応じた施設の適切な機能分担を推進す   

ることとし、具体的には、   

① 療養病床については、医療の必要性の高い患者を受け入れるものに限定  

し、医療保険で対応するとともに、   

② 医療の必要性の低い患者については、より居住環境のよい老健施設等の   

介護施設、居住系サービス又は在宅で受け止めること  

としている。  
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問2 療養病床の見直しについて、利用者に支障が生じないよう、どのよう  

に進めていくのか。  

（答）   

今回の療養病床の再編成では、入院されている患者の状態の応じ、病床の  

「機能に応じた再編」を行うこととしており、医療の必要性の高い方々につ  

いては、医療保険適用の療養病床に引き続き入院することができる。   

また、医療の必要性の低い方々については、こうした患者を受け入れてい  

る療養病床が6年の間に老人保健施設等に転換することにより、主な受け皿  

となることを想定しており、現に利用している方が継続して入所できること  

を大前提としている。  

3 このため、療養病床の老人保健施設等への円滑な転換を促進する観点から、  

① 既存の建物をそのまま活用して老人保健施設に転換できるよう、床面積   

の基準を経過的に緩和。（平成23年度末まで）   

② 医療保険・介護保険の双方において、医師、看護職員の配置等を緩和し   

た療養病床の類型を創設。（平成23年度末まで）   

の措置を講じたところであり、また、   

③ 国の基本指針を見直し、平成21年度から23年度までの第4期介護保   

険事業支援計画において、療養病床から介護サービスに転換するものの必  

要な受入れを図る。   

等の措置を講ずることとしている。  

4 また、療養病床の再編成については、介護保険事業計画だけではなく、医   

療計画や医療貴通正化計画にも関連するものであり、各分野横断的・統一的  
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に対応することも必要である。   

このため、都道府県の協力を得て地域ごとの施設ニーズや関係者の意向の  

把握を急ぐとともに、厚生労働省においては、地域におけるケア体制の整備  

の方針や療養病床転換に係る計画などを盛り込んだ「地域ケア整備指針（仮  

称）」を策定し、各都道府県による「地域ケア整備構想（仮称）」の作成を  

支援し、施設の適切な対応を促すとともに、3つの計画が整合性をもって策  

定されるようにしていく考えであり、療養病床の転換に対する利用者や関係  

者の理解を得ながら取り組んでまいりたい。  
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間3 医療区分設定の考え方如何。  

（答）   

医療区分を含む患者分類については、平成15年3月の閣議決定に基づき、  

中医協の下の専門組織において、平成15年5月から約2年間に渡る調査・  

検討を積み重ねて来た結果として作成されたものである。  

2 具体的には、   

○ 療養病床を有する約90の医療機関を対象に、約7000人の慢性期入   

院患者の実態調査を行い、約3500人の患者を対象とした医療従事者の   

タイムスタディ調査も実施して、患者分類の試案を作成し、   

○ さらに、実際の個々の患者の患者分類への該当状況も示した上で、これ   

を医療現場に適用した場合の妥当性について再度調査を行い、必要な改善   

を行った上で取りまとめ、中医協において了承されたものである。  
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間4 医療区分1の人であってもー定程度の医療行為は必要であり、こうし  

た者を介護保険施設等で受け入れられるのか。  

（答）   

今回の療養病床の再編では、療養病床は医療の必要性が高い患者に限定し、  

医療保険で対応するとともに、医療の必要性の低い方々への対応としては、  

療養病床が老人保健施設等の介護施設に転換することにより、大きな改修を  

することなく、受け皿となることが可能と考えている。  

2 これまでも、   

① 老人保健施設においては、常勤の医師により、緊急時対応も含めた一定  

の医療が提供されている他、   

② 老人保健施設や特別養護老人ホーム等においては、入所者の症状の急変   

等に備えるため、あらかじめ協力医療機関を定めて緊急対応を行っている  

ところであり、  

再編成にあたっては、今後とも医療の確保が前提であると考えている。  

3 また、   

① 平成18年度介護報酬改定において、特別養護老人ホームにおける入所   

者の重度化やターミナルケアヘの取組の評価を新設するとともに、  

② 平成18年度診療報酬改定においては、新たに在宅療養支援診療所を位   

置づけ、当該診療所から特別養護老人ホーム等に入居している末期の悪性   

腫癌の患者を訪問して診療を行った場合に、新たに診療報酬を算定できる   

等の措置を講じたところである。  

4 健康保険法等の一部を改正する法律の附則においては、入所者の状態に応  
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じてふさわしいサービスを提供する観点から、老人保健施設等の基本的なあ  

り方や入所者に対する医療のあり方等について検討を行う旨の規定が盛り込  

まれており、今後、関係者のご意見を十分に伺いながら検討を進めてまいり  

たい。  

（参考）   

○健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）（抄）  

附 則  

（検討）   

第二条 （略）   

2 （略）   

3 政府は、入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観点から、   

介護保険法第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設及び同条第二十   

四項に規定する介護老人福祉施設の基本的な在り方並びにこれらの施設の   

入所者に対する医療の提供の在り方の見直しを検討するとともに、介護保   

険施設等の設備及び運営に関する基準並びに利用者負担の在り方等につい   

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるとともに、地域に   

おける適切な保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備の支援   

に努めるものとする。  
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間5 療養病床の削減に伴い、これまで療養病床に入院していた高齢者に対  

して特に重要と考えられるターミナルケアや重度を含めた認知症の患者   

に対するケアについては、その受け皿となる介護サービスの基盤の中で  

どのように確保していくのか。  

（答）   

これまで療養病床に入院していた高齢者のうち、医療の必要性の高い患者  

に対するターミナルケアや重度を含めた認知症の患者で医療の必要性の高い  

患者については、療養病床の再編後も、医療療養病床で対応していくことと  

している。   

また、医療の必要性の低い患者については、ご本人や家族の希望を尊重し  

ながら高齢者の心身の状況等を踏まえつつ、できるだけ住み慣れた場所でタ  

ーミナルケアや認知症のケアが行われるよう、介護サービスの充実を図るこ  

とが重要と考えている。  

3 このため、介護保険においては、   

① 介護保険法改正により、認知症高齢者等が住み慣れた地域で生活を続  

けることができるよう地域密着型サービスを創設するとともに   

② 介護報酬改定において、  

・特別養護老人ホームにおける入所者の重度化やターミナルケアヘの  

取組への評価  

・認知症高齢者グループホームにおける医療連携体制に対する評価を  

新設する等の取組を行っているところである。  
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問6 在宅、グループホーム、ケアハウス等における在宅介護サービスや訪  

問看護等の在宅医療関連サービスの充実について、どのように考えてい  

るのか。  

（答）   

在宅介護サービスや在宅医療については、これまでも充実を図っており、  

① 昨年の介護保険法の改正においては、小規模多機能型居宅介護や夜間対   

応型訪問介護等の地域密着型サービスを創設するとともに、  

② 平成18年度介護報酬改定においては、施設から在宅へという基本的方   

向に基づき、在宅生活の継続を支える環境づくりを行うため、   

1）訪問看護について、24時間対応体制の確保や在宅ターミナルケアへ  

の取組への評価を行い、  

2）早めの住み替えに対応した居住系サービスの多様化を進め、  

③ 平成18年度診療報酬改定においては、新たに在宅療養支援診療所を位   

置付け、当該診療所から介護保険給付の対象となるケアハウスや有料老人   

ホーム等に入居している末期の悪性腫癌の患者を訪問して診療を行った場  

合に、新たに診療報酬を算定できる   

などの対応を図ったところである。  

2 今後とも、引き続き、在宅介護のサービスや在宅医療の充実に努めてまい   

りたい。  
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問7 第3期介護保険事業（支援）計画期間における療養病床から老人保健   

施設等への転換に伴う取扱如何。  

（答）   

第3期介護保険事業（支援）計画期間（平成18年度～平成20年度）内  

における療養病床からの転換に係る介護保険施設の指定等については、各市  

町村（都道府県）が策定した介護保険事業（支援）計画において定められて  

いる必要利用定員総数の範囲内で行うことになる。  

2 なお、上記において第3期期間内に介護療養病床又は医療療養病床を老人   

保健施設へ転換することについては、老人保健施設の必要利用定員総数のみ   

では空きがない場合であっても、老人保健施設と介護療養病床の必要利用定   

員総数の合計の範囲内に収まるときは、当該転換は可能である。  

3 また、これと同様に、  

① 第3期期間内に介護療養病床又は医療療養病床を特定施設へ転換するこ   

とについては、特定施設（地域密着型特定を除く。以下同じ）の必要利用   

定員総数のみでは空きがない場合であっても、特定施設と介護療養病床の   

必要利用定員総数の合計の範囲内に収まるときは、当該転換は可能である。  

② 第3期期間内に介護療養病床又は医療療養病床を特別養護老人ホームへ   

転換することについては、特別養護老人ホーム（地域密着型特別養護老人   

ホームを除く。以下同じ）の必要利用定員総数のみでは空きがない場合で   

あっても、特別養護老人ホームと介護療養病床の必要利用定員総数の合計   

の範囲内に収まるときは、当該転換は可能である。  

4 さらに、第3期期間内における老人保健施設の新増設に当たって、医療療  
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養病床からの転換による新増設を優先したり、老人保健施設の入所に当たっ  

て、療養病床の廃止に伴い退院する者が円滑に転入所できるようなエ夫を検  

討している地方公共団体もあるので、参考とされたい。  
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間8 介護保険適用の療養病床の転換についての支援措置如何。  

（答）   

1 介護療養病床を老人保健施設等に転換する際には、市町村が必要と判断し   

た場合には地域介護■福祉空間整備等交付金の「市町村交付金」を活用でき  

るようにすることとしている。  

2 なお、この「市町村交付金」の財源は、全額国責で行うこととしているが、  

平成18年度から廃止・一般財源化された「都道府県交付金」に相当する助   

成を都道府県等が行う場合は、地方財政措置が講じられることとなっており、   

都道府県等の判断により、老人保健施設等を整備する場合に助成を行うこと   

も可能である。  
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問9 病床転換助成事業の概要如何。  

（答）  

1病床転換助成事業については、都道府県を実施主体とし、医療療養病床等   

の長期入院病床を老人保健施設等に転換するための費用の一部を助成するも   

のである。  

2 助成対象範囲としては、法律上、  

・病病床の種別のうち厚生労働省令で定めるものの病床数を減少させると  

ともに、  

■ 介護保険施設その他厚生労働省令で定める施設の新設又は増設により病   

床の減少数に相当する数の範囲内において入所定員を増加させること  

としており、平成20年度から平成24年度の第1期医療費適正化計画の期  

間においては、転換元の病床としては医療療養病床を定め、転換先の施設と   

しては、老人保健施設のほか、有料老人ホームやケアハウス、認知症高齢者   

グループホームを助成の対象に加える考えである。なお、転換先の大半は老  

人保健施設を想定しているところである。  

3 転換・整備の方法としては、改修による転換のほか、新規の立て替えによ   

る整備も対象とする考えである。  
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療養病床の再編成について   



療養病床とは  

・主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための  

病床です。  
・全国では約38万床あり、医療保険適用（約25万床）、介護保険適用  
（約13万床）がありますが、提供されるサービスは実質的に同じです。  

医療療養病床   介護療養病床   老人保健施設   
特別養護老人  

ホーム   

ベット数   約25万床   約13万床   約27万床   約36万床   

1人当た  

り床面積   
6．4ポ以上   6．4ポ以上   8．0ポ以上   10．65ポ以上   

平均的な  
約49万円   約41万円   約31万円   約29万円  

一人当た  

り費用額  
（H15年）   （H18．4月以降）   （H18．4月以降）   （H18．4月以降）   

医師  3人   医師  3人   医師   1人   医師  必要数  

人員配置                     看護職員  20人   看護職員17人   看護職員 9人   看護職員 3人  

介護職員  20人   介護職員17人   介護職員 25人   介護職員 31人   
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療養病床は次のような課題を抱えています  

・現在の利用状況を見ると、必ずしも医療サービスを必要とはしない方も利用  
しているのが実態です。  

医師による直接医療提供頻度  

〔中医協「慢性期入院医療実態調査」（平成17年11月11日中医協資料）〕  

状態に即した適切なサービスの提供  

○医療保険や介護保険の財源の効率的な活用  

○医師・看護師など限られた人材の効率的な活用  

の観点から再編成が  

必要となっています  
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医療費の適正化は喫緊の課題です  
○ 医療貴通正化のための方策として、平均在院日数の短縮を計画的に行うことと  
しており、療養病床の再編成はその第一弾として位置づけられます。  
○ 限られた医療資源を現に医師・看護師等が不足している急性期を中心とした  

医療に振り向ける必要があります。  

・今後の高齢化の進展や日本経済の負担能力を考慮した医療真の適正化は必要  

・一方で、機械的に医療費を抑制する方法では医療の安心の確保はおぼつかない  

・国民の健康と医療のあり方に矛盾せず、かつ、医療真の適正化につながる政策の推進  
・その政策とは、「生活習慣病の予防」と「入院期間の短縮」  

・第1期（平成20～24年度）においては、「入院期間の短縮」の具体的方策が「療養病床の転  

換」  

・第2期以降も長期入院の是正や医療機関間の分化・連携により「入院期間の短縮」を進め、  

急性期医療への人材及び財源の重点的投入を実現する  

（1）平均在院日数（平成15年病院報告）  
（2）医療提供体制の各国比較（2004年）（OECD Health Data 2006）  

全病床  

病床等   一般病床等  療養病床等   

36．4   28．3   20．7   172．3  

日本  ドイツ  フランス  イギリス  アメリカ   

平均在院日数   36．3   10．4   13．4   7．2   6．5   

人口千人当たり病床数   14．2   8．6   7．5   4．0   3．3   
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＜急性期＞  ＜慢性期＞   

医  

療  

真  

の  

伸  

び  

の  

抑  

制  

2025年で、  

■平均在院日  

数短縮により  

▲毯巴  

■生活習慣病  

予防により▲  

呈逃貝  

⇒計▲6兆円   
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医療サービスの必要性を踏まえ療養病床の再編成を行います  

再編成は次のような形で進めます。  
①療養病床は全部廃止されるのではなく、医療サービスの必要性の高い方を対象とした医療   
療養病床は存続します。  
②介護療養病床の廃止は6年後であり、その間に老健施設等への転換を進めます。  
③療養病床の再編成を踏まえ、地域のサービスニーズに応じたケア体制の整備を計画的に   
進めます。  
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療養病床の再編成には次のような効果が期待されます  

高齢者の状態にふさわしいサービスを提供します。  

■医療の必要性が高い高齢者には医療療養病床で医療サービスを提供  

・医療の必要性が低い高齢者には老健施設や居住系サービス、在宅などで適切な介護  
サービスを提供  

限られた医療保険・介護保険財源を効率的に活用することで、粗く見積もると全体  
で3000億円程度の給付真の削減が期待されます。  

〔平成24年の粗い見積もり〕  

医療給付責   △4，000億円   

介護給付責   ＋1，000億円   

差 引   △3，000億円   

⇒高齢者医療に係る都道府県、市町村の公責負担の軽減、保険料の軽減につながる  

医師1看護師などの人材の効率的な活用が図られます。  

・療養病床から急性期病院への人材の再配置を可能とすることにより急性期医療への人  

材の重点的投入を実現  

・看護職員配置の引き上げ等により、医療療養病床の医療の質も向上  
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療養病床再編成により医療療養病床及び介護療養病床の費  

用が全体として軽減されます  

＜再編成前後の責用の変化イメージ図＞  

（老健施設等のベッド数）  

〔介護保険〕  

＋1，000億円  

（病床数）  

〔医療保険〕  

〔粗い試算〕  △4，000億円  

⇒ 医療保険・介護保険全体で見れば、   

平成24年度段階で差し引き3，000億円の減少見込み  
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めきめ細かく対応します①  再編成を円滑に進めるた   

・医療機関自身がそのまま患者さんの受け皿として老人保健施設などに転換でき  

るよう、様々な転換支援措置を講じます。  

医療療養病床を対象とした転換支援措置  

※医震提供体制施設整備交付金（都道府県交付金）のメニュー項目   

の活用も含め対応（～平成19年度）  

※医撥擾養病床を老人保健施設又は居住系サービス施設に転換する   

ために要する費用を医蕎保険財源により助成（平成20年度－）  

医師・看護職員等の配置等が   

緩和された経過的類型   

注：現行の療♯病床のはかに、将来的な   
老人保♯施腰や居住系サービス等   

への転換を念頭に移行促進措鷹を   

授ける  老人保健施設   

療♯病床が老♯施設に転換  

する場合の施設基準の緩和   

注：環存の建物をモのまま活用して老人   

保せ施投に円滑に転換できるよう、   
6年間は1床当たり面積を6．4   
鵬（老人保健施投は81ポ）で可とす   

るなど、経過的に施投基準を捷和  

ケアハウス   

有料老人ホーム等  

グループホーム  

在宅療養支援拠点  

第4期の介ま保険事業計画において  

病床の転換が円滑に行われるよう  

参酌標準を見直し  

（健保法改正法の附則で措置）   
介護擾養病床を対象とした転換支援措置  

※市町村交付金による支援   

介護擾養型医療施設等の機能転換を促進  
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再編成を円滑に進めるためきめ細かく対応します②  

t療養病床は地域的偏在が大きいことから、地域の特性に応じた対応が必要です。  
tそこで、将来の高齢化の状況を踏まえつつ、地域の状況に応じた転換を円滑に進  
めるため、各都道府県において「地域ケア整備構想」を平成19年夏～秋頃を目途  
に策定し、地域としての23年度末までの毎年度の対応方針を明らかにします。  

〔地域ケア整備構想のイメージ〕  

の地土或ケア体制の整備の万金十   

○療養病床の再編成を踏まえた、都道府県における地域ケア体制整備の基本的な  
考え方を提示。  

②働   

○療養病床の再編成とともに、将来的な高齢化の進展や独居世帯等の増加等を   
踏まえたサービスニーズを施設・在宅の介護サービスに止まらず、住まいや  
在宅医療も含めて中長期・短期にわたって提示。  

③療養病床の転換について   

○療養病床の年次別圏域別転換計画を提示  

※都道府県は、上記の「地域ケア整備構想（仮称）」を踏まえ、「介護保険事業支援計画」、  
「医療計画」及び「医療費適正化計画」を策定します。  

※策定に当たっては市町村との連携を図ります。  
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都道県別にみた65歳以上人口10万対病院・診療所の療養病床の病床数（平成17年12月未）  
噂  芳り   病  床  峯受  L⊂コtlコプラ   

才寸  
病床数     泉監   姦女  病 携  言草 厚 所   

全   6日  ニき専1 1きl  357■ ごきdヨ   ，2き  7B～   l S：きZ．1   

∃L 濯 退  ：き0 42二3   2さ 908   1 515   ．2 5】白丁＿l）   

喜   鏑  二き  5ち5   3 1）2Z   う：き：き   l lて享ヨ＿ A   

岩   手  き  6tl   3 130   一台l   l li｝0＿ 9   

吉   敷霹  二き  94串   ∋ 505   t14：き   1さ丁9＿ 3   

t久■   巳ヨ  之 一辱アl   ～ 69l   l鎧（l   う】ら亡I〆 ～   

山   河≡  2  亡IG‖6   l ゴき7：き   1日仁3   l主84■ l   

二     ≡  d  71d   d 41S   2∵9＝9   1 1）Z～一 8   

誓寿   城  8 202   S ミ8ミIl   31l   l 148＿ 4   

栃   木  4  アう6   J1 595   16l   l ヱア5＿ l   

書手   一鴨  4 g92   一 台二き4   t5】騒   l 之1うJl＿ 3   

責苛   ∃≡  14 581   14 51コl   窃‖ロ   l ミ巨9■＿ 0   

千   1書  tくI 之88   9 暮くこさ   dt）き   1 05 t 一 くl   

東   京  ～ t  ■1さ0   ヱI 175；   き0ア   ヨl≦lき＿ I   

才中 葉篭 ハ】  lき l）ヱ0   lヱ 8り3   ～17   9’58．l   

蓼斤   三雲尋  5 ：B■争ア   5 8．26   T t   t  O43＿ 7   

富   山  5  も■1ア   5 ：き47   3t）0   ヱ  ヱ58＿】き   

石   いI  5  4TO   5 ．2こき丁   2二きこき   之 31丁．】白   

福   井  2  940   2  S25   きl－5   1 615＿ ■1   

山   製  之  ぢ t8   Z  d■1S   t Tl   l d（Iら＿ 5   

長   芋宇  4 之51）   3  ∈芦lミl   4：∋l   ∃き■1T＿ 6   

喉    1  き e4き   き ：き】6今   A74   917．之   

義手   l司  11 44てき   11 ヱllら   之之？   1 55G＿ 9   

ヨ臣   肇ロ  t4 ：き04   l二き  739   う6さ   一  之二き5．Z   

去±  4 うー ア   A 55さ   き59   1 291）－ 6   

三貴   乍r  之  6アら   Z 159一之   8Jl   t  t：多：∋一 9   

千   古8  丁  2（Iう   7 ｛一丁：き   l∋＝邑   1 4tう▼ l   

プセ：   隣  2■1 専Z15   24 6■1d   一番I   I 」65参＿ 3   

兵   月■  15  422   lJ1 7くI3   719   t  480＿ くl   

奈   良  二き 424   二き  こき98   26   l ．2∈【7＿ 2   

著8 筍大 山  3＋21■ヨ   之 】B一ヨ巨才   き■1G   l 3」15しlら   

鳥   耳賢  1 8うe   l ちもア   19 t   1 ．2ミl■ヲ＿ 3   

島    々畏  一己 9亨▲1   ヱ  ミ＞轡0   きう4   l ■1′■1．d   

l司   山  6 197   5 53重き   659   1 465r O   

∫去   ．邑  1之 IZヱ   tl l15   t  007   Z  O97＿ Z   

L⊥J   ⊂コ  10 5】らA   1亡I 14う   A15   2 一き1ト8＿ 2   

ほ   鳥  5  3うA   4 】8：きこき   ち6t   ヱ 】き亡19＿ A   

ヰ   い霊  二き 一51い6   三  才33   ア】さき   l 15d2，l   
愛   嬢  G  92G   5 I∋2二2   ▼  tくIA   2 1つ：寺t  l   

高   策8  8 1：茅6   ♀ くIdl   g＝5   ■ 0．2フ㌧ 7   

≠‡     r  21臣  4丁2   24 59二∋   1 8丁ミI   二≧  7さ6＿ ち   

抜    毛r  写  71ヱ   4 うき鵡   778   二才 （I（〉6＿ き   

黒   血専  ア  98丁   も  合9ア   1 0≦ll）   之  二∋TT．1   

弄瞳   本  1之  529   11 （lく17   1 5Zヱ   2 さGl＿ う   

プt：   分  」1 ZOさ   き っ65   6」1ヨ   t  476．さ   

宮   仕苛  5 11う   4 之18   9（ll   t  日‖Gl．き   

■t 児 ⊥島  t2 1伝う   10 S6丁   l SO．2   2－ ＋8日S3仁．ヨ   

＝       一 こ一  A 6ア5   4 398   2アーき   2 Z之も－ 2   

【出典】病院報告（平成17年12月分概数）   注）65歳以上人口は、平成16年10月1日現在の推計人口（総務省統計局）による。  
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○介護療養型医療施設は、他の介護保険施設と上ヒべ、地域的偏在が大きい。（介護   
療養型医療施設に係る高齢者一人当たりの給付責が一番高い都道府県は、一番   
低い都道府県の13倍（特養は1．9倍、老健は2．8倍））  

高齢者1人当たり療養病床給付月額平成17年4月  

高知県は全国平均の3．0倍、最小の宮   

城県の13倍の給付となっている   
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再編成を円滑に進めるためきめ細かく対応します③  

地域における療養病床の転換については次のような考え方で対応します。  
①第3期介護保険事業支援計画においては、次のような対応が可能となっています。  

・老健施設の空きがない場合でも、老健施設と介護療養病床の必要利用定員総数  
の合計の範囲内に収まるときは転換可能   

＊特定施設、特別養護老人ホームの場合も同様  

②第4期介護保険事業支援計画については、都道府県が策定する地域ケア整備構  
想において対応方針を明らかにします。  

〔療養病床の概況等〕  療養病床アンケート調査  

中長期・短期のサービスニーズ見通し  

年次別・圏域別転換計画（～H23度末）  地域ケア整備構想の検討  

＜〇＝＝＞  市町村等との調整  

地域ケア整備構想の策定  

（H19夏～秋頃目途）   

介護療養病床が廃止される平成23年度末まで、十分な時間をかけて転換を進  

め、現場に混乱が生じないようにします。  
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